








受注は前期並みでしたが、売上高の大幅減により、結果として、受注残高は、
前期より、1,530百万円増えております。







売上の減収▲2,269百万円により売上総利益額は▲623百万円となっておりま
す。

売上総利益率の悪化（間接費の増加、輸入機器の円安による原価UP等により、
売上総利益率が前期の27.0％から今期25.9％に下がった事）により、売上総利
益の影響額は▲528百万円となっております。

販売費の増加（▲761百万円）は、営業体制の強化を計る為の技術部門から営
業部門への要員シフトと外部人材である業務委託の活用等であり、
他には新たに導入した基幹システムの費用増加が主な要因であります。



販売費・一般管理費の内、業務委託費の増加は前ページで説明しております通り
です。賃借料の減少は愛宕本社において一部オフィス・スペースを返却を実施した
ことによるものです。
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受注高は、四半期ごとの推移から、第4四半期に大幅増になる傾向が窺
えます。



流動資産における有価証券▲1,000百万円は、CD預金の解約によるものです。

流動負債における預り金▲707百万円は、子会社（MKItec）からの受取配当金に関わる

源泉徴収税の減少によるものです。

純資産合計におけるその他包括利益累計額+63百万円は、為替の換算益と投資有価証券の
評価益によるものです。



有形固定資産の主な増加は、データセンター及び検証機器の取得に関わる支出と
なっております。
無形固定資産は、新基幹システムに関わるものが主なものとなっております。
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営業キャッシュフローの減少については、税金等調整前当期純利益の大幅減少が主な要
因となっております。
財務キャッシュフローの▲592は、配当金の支払いとなっております。
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景気回復が進む中、IT投資も回復しつつありますが、以前と同じ状態に戻る事は無
いと考えています。すなわち、金額は戻ってもその中身、競争の構造、提供する形とい
ったものは変わってきており、決して昔の状態には戻らない事を認識する必要があると
考えています。
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今中期経営計画の基本戦略について、昨年よりご説明していますが改めて紹介します。今中期経営計画
においては、これまでのやり方の延長では事業が先細るという認識のもと、事業拡大を目的に４つの方針を
掲げています。

約１年が経過した今 それぞれについてどの様に私が認識しているか（次ペ ジ以降）ご説明します約１年が経過した今、それぞれについてどの様に私が認識しているか（次ページ以降）ご説明します。
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営業力の強化

体制を見直した事により、新規顧客への提案件数は着実に増えてきました。ただ、取り切るだ
けの力がまだついておらず、また、色々な事に手を出し過ぎて戦線が拡大してしまった（選択と
集中の必要性）という課題があります。

今後の取り組みとしては、まず注力領域を明確にして集中的にリソースを投入していきます。
また、目標必達に向けた管理体制の強化を行っていきます。

新ソリューションの開発新ソリュ ションの開発

体制を強化した結果、中長期の事業拡大に向けた投資の検討・実施がこれまで以上に行わ
れるようになりました。しかし、狭いビジネス領域に留まった内容が多く、全社的な広がりのある
案件には至っていないのが現状です。

今後の取り組みとしては、成長に必要な投資は続けていきますが、定量目標やスケジュール
感も重視して行っていきます。
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生産性の向上

売上高の減少に伴い、１人当たりの売上増は達成出来ませんでした。また、新基幹システム
の導入やバックオフィス体制の見直しによる業務効率化を目指しましたが、新システムは導入
に当たっての初期トラブル、バックオフィス体制の見直しについては組織変更による混乱等も
あり、十分成果を出す事が出来ませんでした。

今期は、技術体制を見直してコスト管理の徹底に努める一方、コーポレート業務を見直して
更なる合理化を図っていきます。また、人事制度を見直して、個々の社員がよりパフォーマンス
を発揮し易い仕組みを実現し、１人１人の生産性の向上につなげていきます。

収益基盤の改善

サービス型ビジネスについては、今後も着実に拡大していくと見込んでいます。海外事業につ
いては、既存の事業は堅調に推移しているものの、新たに始めた事業は遅れが見られます。

今期は、これらの事業に継続的に取り組みつつ、戦略性と収益性のバランスを考えた濃淡管
理を徹底して注力すべきビジネスの明確化を図っていきます。
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経営課題である注力分野の明確化については、今期はこの４つの分野に注力していきます。

三井物産グループ関連ですが、前期はこれまでの水準と比べると30～40億円程売上が下がって
います。三井物産グループのIT投資で当社がカバーしきれていない領域がまだあり、それらをより
確実に当社案件として獲得していきたいと考えています。特に、従来のシステム構築だけでなく、ネ
ットワーク基盤やクラウドといった分野でも、MKIの提案力を示していきたいと思います。

キャリア向けビジネスの強化については、昨年度末に対応人員を拡大しており、昨年行った無線
環境検証装置等への投資と相まって、案件獲得に向けた準備が整ってきました。

ＥＲＰ新規案件については、昨年一年間取り組んできましたが、まだ結果が出ておりません。今後
は、４月に立ち上げた専門部署において、三井物産案件で培ったノウハウを活用しながら、対象と
する顧客層を絞って拡販に取り組んでいきます。

サービス事業・新事業については、これまで以上に優先順位付けを行い、収益管理を徹底して事
業を進めていきます。

23



注力分野ごとの売上目標は、この表の通りであり、注力分野において全体では24億円の売
上増加を 指 きます上増加を目指していきます。

24



これまで説明してきました施策を行った上で、当期目指す業績は本シートに示す通りです。
まず売上を前期比で約20億円伸ばして、加えて外注費を含むコスト管理を徹底することに
より、営業利益は9億円を予定しています。

売上高 億円は 当初中期経営計画 掲げ た 億円を大幅に 回りますこの売上高の480億円は、当初中期経営計画で掲げていた550億円を大幅に下回ります
が、今期はやると決めた数字を必ず達成する事に眼目を置いて、事業計画を精査してきま
した。
配当に関しては、配当性向はほぼ100％となりますが、年間５円配当は堅持していきたい

と考えています。
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